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保育者の教職キャリアに関する検討
高木 亮１，川上 泰彦２
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Ryo TAKAGI，Yasuhiko KAWAKAMI
要 旨
「保育者」という表現は幼稚園教師と保育園の保育士を合わせた職域を示す。両者は養成課程の類
似性や、いずれの園の就職においても幼稚園教諭免許状と保育士資格の双方を必要とすることなどか
ら、「同一のもの」として調査研究などで検討されることが多かった。本研究は養成から採用、キャ
リア初期、ミドルリーダー期、管理職期など様々な職位や分掌の変化を成すであろう職業人としての
教師の一生を支えるための “教職キャリア” という視点で保育者という職域を再検討することを目的
とする。そのために、まず保育者をめぐる職業の継続の苦労や課題に関する諸研究をレビューする。
次いで、公刊統計を基に幼稚園教師のキャリアをめぐる特徴的な留意点を検討する。その上で今後の
検討課題をまとめる。
１．問題と目的
筆者らは平成23年度より教職員の人事異動と学校・教職員人事財源、メンタルヘルス、単位学校経営・
協働などのテーマを合わせることで教師の職能成長とキャリアを支える基盤的な知見と示唆の蓄積をは
かってきた。その中で形作ってきた研究枠組みの一つが “教職キャリア” である。大学進学時点で教職を
志した高校生は、大学において学生として教員養成の課題を受け取る。大学卒業後、採用試験の状況に
よっては臨時採用（年間契約の講師とパートタイム扱いの非常勤講師を合わせた概念）の教諭を経たりも
しながら、採用された後のリアリティショックや初任研などの能力開発の要請に適応しつつ職業人として
成長・発達していくこととなる。中堅期はミドルリーダーの才能のある者と別の役割を担う者とに分かれ
ながら、学校内での校務分掌（学年主任、生徒指導主事、教務主任など）や人事異動による教育行政勤務
など様々な個々の職業上の軌跡を経る。法定ミドルリーダーともいえる主幹教諭や指導教諭を経つつ管理
職になる者がいる一方で、別の役割を担うなどしつつ定年退職を迎える者もいるが、もちろん中途で退職
するケースも少なくはないであろう。キャリア（軌跡・道筋）という言葉のもともとの語義にあるように
職業人としての一生の中で様々な分掌や異動経路・経験、職能形成や教職観の変化など多様な内外の軌跡
を経つつ不適応と適応を繰り返していくことになろう。これらをできるだけ本人にも学校教育全体にも充
実したものとなるよう、実務的・実証的に支える方法論を整備するには、人事異動や研修の枠組み作り、
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財源の議論、単位学校経営の課題、メンタルヘルス等の単体の研究を積み重ねることが必要である。た
だ、このような多様な知見を“教職キャリア”という枠組みにそって「交通整理」を行うことでより有益で
バランスのとれた提案ができると考えたのが我々の共同研究の成果の一つである⑴。
その中でも保育職（以下、「保育者」）は、“教職” という枠組みにおいて微妙な位置づけとなる。文部
科学省管轄下の学校教育制度の一環を支える幼稚園教師と、厚生労働省管轄下の児童福祉を支える保育士
の職域は、２つの省庁の政策が輻輳するという特徴がある。たしかに、幼稚園教師と保育士は教育課程と
してはほぼ同じ高等教育機関で養成され、いずれの職場でも幼稚園教諭免許状と保育士資格が共通して必
要となる点は同一である。また、短大卒⑵の比率の多さ、高い公共性を有しながら私立幼稚園・私立保育
園という認可行政が圧倒的に多いことを前提に設計された制度、雇用条件・待遇面での多様さなどは労働
市場として似通っており、初等中等教育の教師とは異なる特徴を共有している。しかしながら、後述する
ように雇用形態や職務の実態、保育者のキャリア全体の概要、心身の労働負荷などは初等中等教育教師と
比べても非常に多様な様相を持っている。本稿ではまずこの “教職” における独自の分析を要する保育者
の職域について、雇用条件や人事体制、メンタルヘルスなどについて先行研究のレビューを通して検討す
る。次いで、公刊統計を検討することで “キャリアをトータルで支える支援の枠組み” を展望する上での
基本的な論点を整えていくこととした。
ところで、“保育者” のストレス・職務・労働負荷などの研究自体が難しく全体像の把握が困難である
ことには複数の要因がある。まず第一点として挙げられるのが、初等中等教育教師の性別比率と比べても
極端に女性の多い人口統計学的構造の難しさである。性別と職業構造の変数間の相互の作用の内実整理な
ど⑶がきわめて難しい。次いで制度の幅広さが難しさの第二点である。主に２ないし３歳以上を対象に
『幼稚園教育要領』で「４時間」の教育を原則とする幼稚園と、０歳児から受け入れ『保育所保育指針』
で「８時間」の保育を原則とする保育所を同列に扱うことは難しい。さらに現状では幼稚園の「預かり保
育」や “高級幼稚園”、子ども園制度さらに無認可保育園まで多様な組織形態が存在し、身分も正規雇用
から非正規雇用の臨時職員からパートタイム勤務の急増まで非常に複雑で流動性の異なる労働形態を有す
る。つまり、“保育者” と表現した場合の多様すぎるとらえどころの難しさは、調査研究単体での普遍的
な議論の難しさをもたらしている。残念ながら保育者対象の実証研究の多くは管理職と教諭・保育士とい
う職位の違い、正規雇用と非正規雇用という身分の違い、幼稚園と保育園という制度・組織の違いを比較
はもとより構成比率を期することすらなく合算して検討しており、これらの峻別は極めて難しい。第三点
目が初等中等教育の教師との比較の難しさである。公立幼稚園・保育園における正規雇用の “保育者” で
あっても、設置者・人事権者が市区町村である。そのため、公立幼稚園教諭のいわゆる本務者において
も、文部科学省公刊統計分限処分調査による精神疾患事由病気休職者の統計対象から外れており、深刻度
の相対化自体が難しい。また、比較的近い職域といえる小学校教師との比較研究もほとんど存在しない。
せめて、今明らかになっている範囲での位置づけの整理が必要であろう。
なお、上に記したような先行研究の状況などもあり、耳慣れない表現であるが“幼稚園教師”とは管理職
と幼稚園教諭を含めた概念として用いており、特に断りがない場合の“保育士”は管理職も職位のない保育
士も含めた概念として用いている。また、先行研究の紹介における “職員” の表現については、正規と非
正規などの区別も行われていないおそれのある研究において用いている。
２．保育者の多忙・ストレス研究の現状と課題
⑴ 労働科学的な保育者研究
保育者については特に保母（現在の保育士）の労災認定をめぐる様々な問題から1970年代にかなり年密
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なアクションリサーチが行われた。例えば、他の女性労働者と比べて頸や肩、背中、腰、膝などの痛みの
自覚の多さ（田中・徳永、1974）、疲労の慢性化や不眠、休憩・休暇の劣悪さ（近藤・佐藤・乾・徳永、
1979；越河・吉竹・飯田、1976）、継続的なアクションリサーチで３歳児未満の子どもの担当者の健康問
題が特に厳しいとの指摘（光岡・水田、1978、1979；光岡、1980）などがある。21世紀になってからもそ
の状況は特に私立保育所においては変っていない。幼稚園などにおいては預かり保育などの急激なサービ
ス拡大で保育士より多忙感・心理的負荷が大きいこと、保育所における３歳児未満受け入れが非正規雇用
保育士の交代制をとるなどの変数の複雑化が指摘される⑷（例えば、諏訪、2007）。また、ストレスなどの
心理的負担と身体的な負担の性質の違いは熊谷ら（1990）が早くから整理しており、ストレス抑制要因で
あるソーシャルサポートや効力感については心理的ストレスには改善効果があるものの、身体的不健康感
への改善効果は確認しづらいことなどが明らかにされている。さらに、越河ら（1976）のアクションリ
サーチの指摘は重く、そもそも保育士が多用する姿勢と急激な運動自体が宿命的に身体的な重い負荷を生
み、改善や回復の方法論自体が限られているようである。
つまるところ、多忙・身体的健康問題と多忙感・充実感・ストレス問題は独立して留意する必要性が示
唆されている点、身体的な労働負荷の重さは交代制をとるなどの職員の増加で対応せざるを得ない。が、
その際の労働者にとってもサービスの質にとっても雇用の質が問題となる点などは現在も検討の必要性が
高い課題であるといえよう。
⑵ ストレス理論に基づいた保育者研究
主に幼稚園教諭のストレス問題をライフワークにしている西坂小百合氏は公立幼稚園教諭188名（非正
規雇用の比率は不明）において初めてバーンアウト尺度（GHQ）を使用しストレッサーの項目化とその
バーンアウトへの影響を確認している。この際にハーディネスが自己効力感より有効にバーンアウトを規
定することを明らかにしている（西坂、2002）。次いで西坂・岩立（2004）では学校教員統計調査より私
立20代女性教諭の離職率の圧倒的な高さを指摘し、公立21名、私立105名の幼稚園教諭・園長を対象にス
トレッサー・GHQ過程におけるコーピングスタイルの影響を検討している。若手についてはストレッ
サーが GHQに影響を持たない因子が見られることと、コーピングが一定の抑制影響力を持つことを明ら
かにしている。この時点で西坂は幼稚園教諭（だけでなく保育士においても）のストレス研究とその関連
研究をレビューする中で、幼稚園教諭と保育士の心理的なストレス理論に基づいた研究の不足を指摘して
いる（西坂、2003）。このあたりが初等中等教育の教師に少しおくれたストレス理論適用の保育者ストレ
ス研究のスタートといえよう。
西坂（2003）の指摘を受けてか、この10年でストレス理論に基づいた研究が急増している。しかし、概
観する限り70年代ごろまでの多忙・身体的健康研究と比べて二点の大きな問題を指摘できるため、この点
を踏まえてレビューを見てみたい。留意点の一点目は幼稚園教師と保育士、それぞれの管理職の職務の違
いを区別をつけていない研究が多いこと、留意点の二点目は管理職と教諭・保育士、正規雇用と非正規雇
用などからなる職務を大きく規定する身分を峻別していない点である。内訳も曖昧なまま平均化している
研究もあるため、そのあたりをふまえながら概観したい。
宮下（2010）は公立・私立保育園職員295名を対象にバーンアウト（MBI）を用いた調査を行っている。
初等中等教育の教師では高くなりやすいMBIの情緒的消耗感がここでの保育士ではむしろ相対的に低く、
脱人格化と達成感の後退が高い傾向が明らかにされている。山城・上地・嘉数（2006）は公立・私立（認
可）保育士354名に勤務時間や心理的負担に関する調査を行い両者の比較を試みている。ここでは公立と
私立の比較を行い、私立は職員の構成が独特で20代が半数を占め、勤務年数５年以内の者が60％超を占め
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る非常に若い組織構成であった。公立は50代以上が30％、30から40代が30％、20代が40％程度と比較的安
定した人口構成と組織編成が示された。数量的に“若い活力”は把握しにくく勤務時間や労働負荷、心理的
問題などは私立の過酷さが鮮明となっており、この要因に非正規雇用や正規雇用の安定性の大きな違いが
論じられつつ、より課題の多い無認可保育園についても推測を行っている。なお、山城ら（2004）や後述
する山城・上地・嘉数（2006）や西坂の諸研究のように公立と私立、正規職員と非正規職員の比較を試み
る研究は残念ながら多くない。例えば、“職員”などと論文で記述された研究については正規職員と非正規
職員だけでなく管理職も合算されて集計されている可能性もあり、留意を要する。
上村・七木田（2006）は私立（認可）保育園保育士296名を対象に独自作成のストレッサーとストレス
反応の質問をとり検討を行っている。因子構造や因果モデルの検討というよりは個別項目の吟味に注力し
ている。佐藤・七木田（2007）は公私・立幼稚園教諭137名を対象にストレスと関連を持つビリーフにつ
いて検討を行っている。20から30代が公平性、40から50代が子どもの個々の状況対応などのビリーフの特
徴があり、それぞれの良さと限界、調整課題を指摘している。坂本・小山・一門（2011）は私立保・幼職
員111名を対象にバーンアウト（MBI）の検討を行っており、やはり初等中等教育の教師とは異なる、達
成感の後退がもっとも高く次いで脱人格化が高い形を明らかにしている。西坂（2008）は公立幼稚園教諭
の84名に精神的回復力尺度とストレッサー、バーンアウトに関する調査を実施している。専門的成長の実
感などがストレッサーとバーンアウトに抑制効果を持つことを明らかにしており、職業上の希望と展望の
意義を強調している。山城ら（2009）は公立幼稚園教師168名に労働時間や心理的満足感、心身の健康に
ついて尋ねている。その結果、正規職の多さとも関連し年齢により超過勤務や心身の不健康などが高まる
ものの、若い世代は仕事に満足しているものが少ないことなどを指摘している。つまり、これは若い世代
ゆえに職能や適性に課題が多いのか、若い世代が不安定な雇用身分であることが多く、その不安定な位置
づけが不満や勤務の限定性をもちやすいのか、要因の見極めにくさをもたらしていることが分かる。
石川・井上（2010）は公・私立保育園職員130名に独自作成のストレッサーとストレス反応に関する質
問項目を調査している。職場の人間関係のストレッサーが高く、ストレス反応への影響を指摘している。
赤田（2010）は公立（345名）・私立（488名）の保育士・幼稚園教諭計833名さらに管理職144名に近年の
仕事の苦労や身体的健康感と心理的健康感を尋ねている。管理職は保護者対応の負担、時間的余裕のなさ
が深刻で、子ども対応の苦労は教諭・保育士の方が高いこと、効力感と心理的不健康は差がないこと等を
明らかにしている。公立と私立の比較も行われているが、公立は人間関係、保護者対応が難しく、待遇不
満が少なく、効力感が高いことが示されているが、心理的不健康の差は公・私立で確認できていない。加
藤・安藤（2012）は保育者の量的なストレス研究を詳しく総括し、特にキャリア初期の挫折と離職予防を
論議する上で養成および初期研修での能力形成と自己管理能力を強調するが、それでも環境の課題が厳し
く予防医学・健康心理学的な枠組みが必要であると指摘する。
質的なストレス研究も存在する。野口ら（2007）は幼稚園教諭92名と小学校教諭101名の聞き取りでポ
ジティブとネガティブなイメージの語りの違いを検討している。そこでは前者において “保育者の主導”
がネガティブなニュアンスがあり、後者では “教師の主導” がポジティブに近い語りになるなどの食い違
いと、言葉のニュアンスの違いを詳細に整理している。なお、管見の限り保育者と初等中等教育教師の比
較を試みた研究は野口ら（2007）のみである。水野・徳田（2008）は496名の私立幼稚園新採用教諭に対
して主に自由記述調査を行っている。負担や不満、充実感の多くが人間関係に依存することを明らかにし
ているが、研修時の調査の形をとったためか極端に仕事の満足感の高さや悩みのなさを報告している。一
方、研究室で若手保育者10名に半構造化面接法での聞き取り調査を行った田中（2010）は、人間関係のエ
ピソードが非常に多く、ポジティブなエピソードとネガティブなエピソードはそれぞれ同程度であり、揺
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れ動く中での２年目の移行期の重要性を指摘している。このあたりは雇用の安定性により調査手法によっ
て回答傾向が大きく異なる可能性を示唆しているように感じる。金城・安見・中田（2011）は幼稚園教師
７名、保育士７名（いずれも公、私立は不明）の半構造化面接研究を行い、保育の大変さとともに、それ
を抑制しうると期待できる対応において自己効力感にかかわるキーワードが多く提示されたことを挙げて
いる。また、保育者のストレッサーにあたる “大変さ” と “やりがい” の規定要因を検討しているが、“大
変さ” については子どもや保護者関係のものが多く、職場の対人関係はより後者に影響力があることを指
摘している。
ストレス理論によった量的研究は、近年になるほど雇用形態と初期キャリアをいかに支えるという論点
に研究のウエイトを移している。しかしながら心理面の負担と心理的変化に力点を置くストレス研究は、
いまだ解決していない身体的負荷の労働科学的な研究の代替を完全になしているとは言い難い。今後は心
理的研究と身体的研究をいずれも併せ持ちながら、雇用形態（正規雇用と非正規雇用など）や職務形態
（公・私立の保育園や幼稚園それぞれの区別など）の比較に配慮した研究が重要になってくるであろう。
⑶ 保育者の早期離職の問題に関する研究
後に公刊統計でみるように保育者は初等中等教育の教師と比べ明らかに雇用の流動性が高い。その中で
も早期退職の問題はこの数年で注目されてきている。廣川（2008）については2007年度時点での保育者の
仕事継続と離職の規定要因に関する実証的研究をレビューを通して探索しているがめぼしいものがなく、
バーンアウトの先行研究を通した課題検討の議論でとどまっている。早期離職については養成大学自身が
卒業後５年までの保育者として就職した181名（有効回収率19％）勤務状況やキャリア危機について尋ね
た研究がある（遠藤ら、2012）。そこではすでに一度離職しているものが３割、離職者のうちに半分が他
の園に就職し、四分の一は他の職に就職している状況が挙げられている。退職の理由は “園との方針の不
一致” と “心身の不調”、“園の人間関係” でほとんどが説明できるとされている。補足として卒業後５年
までとは出産と育児期という大量退職を控えた時期であることも補足的に提示されている。加藤・鈴木
（2011）は私立保育所、幼稚園などに新卒者の雇用・離職などに関する調査を実施し132園からの回答を得
ている。そこでは過去３年以内に離職者がいる園はほぼ半数、そのうち22％が何らかのトラブルが原因と
なっているとしている。園から見た離職の理由は “適性の問題”、“労働条件の不一致”、“人間関係の問題”
の順であった。
また、早期退職については、社団法人全国保育士養成協議会（2009；2010）が短大と四大をそれぞれ卒
業した２年、６年、11年の者に、私立保育所と公立保育所の就職状況ごとに在職・離職状況や勤務実態を
尋ねた総合調査を行い、成果を報告している。特に３年目が大きな区切りとなっていることがわかる。こ
の追加分析である大村（2010）は “やりがいのある仕事” の期待が裏切られたことが離職の大きなきっか
けであること、離職願望と実際の離職の無関係性、離職考慮から再就職までは労働時間と休暇などの待遇
とともに “働きやすい雰囲気” が重要なキーワードになることをまとめている。飯野（2008）は新任保育
者の離職予防と適応支援に、近年着目されている新任者のポートフォリオ作りの適用可能性を検討してい
る。
ところで、このような早期退職の問題について、未だ詳しく触れられていないが、短期大学卒業と四年
制大学卒業の保育者のキャリアの比較は今後必要であろう。前者と後者では幼稚園教諭二種と一種の免許
状の違いと、新卒時基本給も異なる。これは公立もしくは名門に近い私立幼稚園・保育園の就職において
四年制大学卒が圧倒的に有利である一方で、中小規模の私立幼稚園や保育園では短期大学卒の方が有利で
あるケースも多いことにつながっている。当然そこには雇用の安定性やキャリアの展望も異なるはずである。
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⑷ 感情労働論による保育者の研究
太田（2009）は保育職にとって感情労働が職務の本質的な性質をもっており、そこのコントロールや修
養の難しさ、心身の疲労への影響を指摘している。神谷・杉山・戸田・杉山（2011）は幼稚園教師と保育
士合計2,196名に対して調査を行い、正規職員と非常勤、パート職員さらに公立と私立、保育所にいたっ
ては無認可も含めたストレッサーとストレス反応の得点比較を行っている。その結果、正規職員において
ほぼ一貫してストレスが高く、施設の設置者などが因子ごとに若干の影響を与えることをあきらかにして
いる。
神谷・戸田・中坪・諏訪（2011）は公立保育園の369名の保育士に対し感情労働戦略とキャリアの展望
を尋ねている。正規職員と非正規職員でキャリアの展望は大きく異なるものの、感情労働戦略の回答が非
常に正直な性質で隠ぺい性の少ない感情表出が日常的であるとして、明確な差の把握にはいたっていな
い。
中坪・金子・中西・富田（2011）は保育者の感情労働の強さをレビューし、幼稚園教諭の観察を通して
感情労働の構造を検討したところ、ベースとしての笑顔と瞬間・瞬間の“その他の表情”の使い分けのリズ
ムとコミュニケーション形態のリズムがあるとしている。
このような2010年頃に急増した感情労働論は疲労の独立変数としてみる研究と、質の高いサービスを提
供するための方法論（独立変数）としてみる研究に分かれている。いずれにせよ、基礎的な資料収集の段
階で、実践示唆などは今後の研究に期待することとなろう。
３．公刊統計より把握できる幼稚園教諭の現状
さて、今まで保育者研究の現状についてみてきたが、幼稚園教師として見た場合はどのような位置づけ
をおくことができるのであろうか。文部科学省公刊統計『学校基本調査』（平成22年度）と『学校教員統
計調査』（平成22年度）を基に概観してみよう。
まず、『学校基本調査』（平成22年度）「幼稚園」の「13．職名別教員数（本務者）」から公立本務者と私
立本務者の比率を把握する。次いで、公立の本務者総計および私立本務者諸総計ごとに『学校教員統計調
査』（平成22年度）「幼稚園」の「83．年齢区分別 職名別 性別 離職教員数」で示される年間離職者合
計をそれぞれ比率で把握を試みる。
以上より、公立の幼稚園教師は本務者ベースで概ね幼稚園教師総数の２割に過ぎないこと、さらに離職
率は私立本務者は公立本務者の20倍近いことが把握できる。このあたりに幼稚園教師の「本務者」を公・
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【図表１】公・私立幼稚園教師の
本務者構成数
年間離職者
11.5％
私立本務者
86,070名
合計
【図表３】私立年間離職者
年間離職者
0.61％
公立本務者
24,170名
合計
【図表２】公立年間離職者
私立で分けなければならない根拠と雇用安定性が与える勤務実態や教職観に与える影響を検討することの
重要性を示唆しているといえよう。
次いで、公立と私立それぞれの本務者において『学校教員統計調査』（平成22年度）「幼稚園」の「教員
異動調査」「83．年齢区分別 職名別 性別 離職教員数」の年間離職者を年代別に把握してみよう。総
数が大きく異なるため、比率をもとに棒グラフを作成した。あくまで一年間の年代別離職者ではあるが、
本務者の勤務継続性について参考とすることができよう。
私立の幼稚園教師は30歳手前までに極端な比率で退職している者が多いことが分かる。一定程度の再就
職者が存在するはずであるが、その比率が分からないため、上記のグラフは保育者としてその職域を去る
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【図表４】平成22年度の年代ごとの公立・私立幼稚園教師離職比率
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【図表５】公立幼稚園教員の退職事由ごとの年代別退職者
者のグラフではないことを留意しておきたい。遠藤ら（2012）は幼稚園教諭と保育士を合わせた短大卒業
生の卒業後１〜５年までの者の調査であるが、３割が離職経験済みで半数がその後に別の園に就職、四分
の一が他の職種に転換することを数的基準としつつ、実質的に産前・産後休暇ないし休業が許容されない
雇用形態の難しさを指摘している。同様の難しさがここでも把握できよう。なお、公立幼稚園の教師の55
歳から60歳までの退職比率が27.3％であるが同様に小学校の当該年代の退職比率を見れば43.5％（男性
59.5％、女性32.6％）であり、いわゆる社会的性差を差し引いても幼稚園教師と小学校教師の離職率の差
は確認できる⑸。
次いで、『学校教員統計調査』（平成22年度）「幼稚園」の「教員異動調査」「85．離職の理由別 年齢区
分別 離職教員数」を見てみよう。合わせて小学校の比較を試みる⑹。
高木 亮，川上 泰彦52
－
500
1,000
1,500
2,000
2,500
3,000
3,500
4,000
4,500
～25 25～30 30～35 35～40 40～45 45～50 50～55 55～60 60～65
定年非精神疾患
職務問題
進学等家庭事情
その他
転職
死亡（上）、精神疾患（下）
（歳）
（人）
【図表６】私立幼稚園教員の退職事由ごとの年代別退職者
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【図表７】公立小学校教師の退職事由ごとの年代別退職者（参考）
私立幼稚園教師は本務者であっても30歳までに「その他」と「家庭事情」、「転職」で大きな比率で離職
する “大きな退職分布の山” がある一方、公立幼稚園教師は30歳までに “小さな退職分布の山” が確認で
きる程度である。公立幼稚園教師のこの理由は「転職」と「その他」がある程度の比率であるものの、
「家庭事情」の退職が概ね主たる理由であることが分かる。そもそも、本務者の離職理由が「その他」で
あることは大きな労働問題であるとも感じる。ところで、小学校においては３割程度の男性教師を含めた
数字とはいえ総計の退職推移で30歳前の “退職分布の山” がほぼ存在しない。このことは公立幼稚園教諭
（98％超が女性）と女性小学校教諭のワークライフバランス観が構造的に異なることも考えられるし、制
度的には市費負担教職員と県費負担教職員における人事権者の規模的な余裕が “産休”・“育休” の認定に
何らかの影響を与えていることも考えられる。このあたりの考えられる要因の相互の作用なども含めた実
態の違いは今後の制度と教職観自体を比較するような詳細な検討を要する。
次に、厳密に女性に絞って公立の幼稚園と私立の幼稚園教諭の年間退職者の事由の比率を比較してみよ
う。『学校教員統計調査』（平成22年度）「幼稚園」の「教員異動調査」「85．離職の理由別 年齢区分別
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【図表８、９】公立（８、左）および私立（９、右）女性幼稚園教師の退職事由
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【図10、11】女性（10、左）および男性（11、右）公立小学校教師の退職事由（参考）
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離職教員数」を用いる。性別を分けた年代ごとの実数が示されていないため、ここでは各年代を合計した
集計結果となっている。参考までに公立小学校女性教師および男性教師の同様円グラフも添付する。
先に年代別で公立小学校の男女を含めた教師の退職率推移を見たが、公立小学校教師の男女を比較した
ところ女性が「家庭事情」と「その他」が多く、男性において「転職」と「定年」が多い点があるもの
の、上記の公立と私立の幼稚園教諭の差に比べれば “小さな差” との印象を受ける。私立幼稚園において
「定年」は２％（公立38％）にすぎず、主な退職理由は「転職」で20％（公立14％）、「家庭事情」で35％
（公立27％）、「その他」で37％（公立15％）が占めることが分かる。
ところで、近年では文部科学省公刊統計『分限処分調査』における精神疾患事由病気休職者の増加が問
題になっている⑺が、幼稚園教師においては公立においても市費負担教職員という位置づけであるため
か、いわゆる『分限処分調査』では把握されていない。また、『学校教員統計調査』（平成22年度）「幼稚
園」の「教員個人調査」「16.本務教員のうち理由別休職等教員数」などにおいても精神疾患事由休職者数
の提示はない。参考にしかならないが、「幼稚園」の「教員異動調査」「85．離職の理由別 年齢区分別
離職教員数」においては精神疾患事由退職者の比率提示がある。同様のデータを公立と私立幼稚園さらに
私立を除いた小学校と中学校、公立と私立それぞれの高校の把握を表記してみよう。病気退職者に占める
比率と退職者全体に占める比率それぞれを集計した。
【図表12】精神疾患事由退職者の比率（左が病気退職に占める比率、（ ）が退職者総計に占める比率）
公立幼稚園 私立幼稚園 公立小学校 公立中学校 公立高校 私立高校
男性教師 28.57％(2.30％) 29.63％(1.90％) 57.80％(1.97％) 52.44％(1.79％) 53.33％(0.91％) 33.33％(1.11％)
女性教師 53.73％(2.64％) 41.44％(1.93％) 57.03％(2.22％) 64.63％(2.85％) 69.05％(2.16％) 45.61％(1.87％)
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【図表13】公立および私立幼稚園教師の勤務年数と給与
いずれも精神疾患事由退職者は３％以内の数量のため100％集計において「どの程度の差があるのか」
考えることは難しい。しかしながら本表の限りでは、全体の退職者に占める割合が公立・私立幼稚園教師
において特段深刻な問題になっているとは考えにくい。一方で、公立と私立ともに幼稚園教師の男性と女
性を比べた時に、男性の方が精神疾患事由で退職しているものの比率が少ないことがわかる。つまり、男
性の病気事由退職の７割（女性は半数程度）は精神疾患ではなく身体疾患であることがわかる。これは先
に示した保育者全体の身体的な労働負荷の高さの中で男性教師は身体的な労働を期待され、その側面でよ
りすり減りやすく身体をこわしやすいことを示唆しているといえるのかもしれない。
次に、『学校教員統計調査』（平成22年度）「幼稚園」の「８．都道府県別 本務教員の平均勤務年数、
平均給料月額」より平均勤務年数と給与を男女別、公私立別にみてみよう。公立においては男女の勤務年
数も給与も差はないものの、私立については男性の勤務年数と給与の高さが確認できる。『学校基本調査』
（平成22年度）「総括」では私立・公立の合計の幼稚園の本務者教師は110,836名であるが、男性は7,418名
（6.7％）であり、私立に限れば少し男性の比率が増えて合計86,703名に対し男性6,513名（7.5％）であ
る。この男性私立幼稚園教師の勤務年数と給与の高さは合理的な説明がしにくく、推測に依らざるをえな
い。例えば、私立の男性幼稚園教師は経営者もしくは経営者に近い親族に限られる勤務者（例えば園長な
ど）が統計に反映されているのかもしれない。
なお、これらの公刊統計の分析は筆者が行ったものの、アイディアは筆者の知人の保育者養成を担う研
究者より頂いたものである。彼女はこのような分析を行うアイディアと実態の把握は2000年代前半より
持っていたものの、公表することで保育者志望の学生の私立園における実習や就職活動への影響がある恐
れを配慮して立場上公表できないとのことであった。このような立場の問題は養成校だからこその研究の
限界である。だからこそ、公刊統計の充実の意義は大きいと言わざるを得ない。
４．総合考察
今後の課題も含めて本稿のまとめになる議論を四点から検討してみよう。
⑴ 身体的な負荷と心理的な負荷、それぞれの課題
まず指摘できる一点目が、幼稚園教師については他の学校段階の教師と多忙・ストレスの構造が大きく
異なる点である。高木・波多江（2013）によれば、保育者のバーンアウトに関して抑うつの主因となる情
緒的消耗感は目立って高くはない。むしろ目立って高いとされるのは、離職リスクを示す達成感の後退
と、心理的と身体的不健康感の重なる部分である脱人格化である。実際に、幼稚園教師においては保育者
よりも離職と身体面の負荷の問題が大きな問題となっていることと照らし合わせても、この知見はつじつ
まが合う。保育者の職業上の充実感やストレスの抑制などからなる総合的なメンタルヘルスの重要性は当
然ながら、それ以上に労働上の肉体的疲労・負荷をいかに緩和するか、回復させるかに関する研究ととも
に離職率の相対的な高さをどうとらえるかの論点の方が優先的な課題であるようにも感じる。この点にお
いては近年のストレス研究よりも70年代に盛んになされた労働科学的な身体的負荷の議論の方がより危急
の課題であると提案したい。
⑵ 調査属性の細分化または比較の必要性
二点目は「保育者」という総括的な属性表記で数量研究を行うことの限界である。保育士と幼稚園教師
を分けることと、公立と私立それぞれを分けた分析が必要不可欠である。さらに、正規雇用（本務者）と
非正規雇用（非常勤職員とパートタイム職員）を区分けする検討も必要であろう。結局のところ「保育
者」の量的研究については公立幼稚園と公立保育園、私立幼稚園、私立保育園（認可）、私立保育所（無
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認可）それぞれに雇用形態を分けたデータ収集や比較の積み重ねが課題である。また、女性労働者の視点
から考えれば、ストレスフルな正規雇用の中でキャリアを貫くという選択肢以外にも、生活の経済的要請
に合わせて専業主婦と兼業主婦の生活を段階的に選びうることが個人の幸福につながる場合もあるし、仕
事と私生活の個々人なりのバランスのやりくりが最も充実感につながる場合もある。どれが正しいという
のではなく、女性の労働者のキャリアはその大枠に分けての三つの選択肢の中から本人と本人の社会環境
に最適な仕事との関係を多様に選択しうることに意義があるとも考えることができる⑻。このような課題
に期待される教職キャリアの支援のポイントは養成期におけるキャリア教育であるようにも感じる⑼。
⑶ 公刊統計で不明点の多い保育士
三点目は保育士という職域の検討課題である。省庁の違いがあるが、保育士や保育園に関する公刊統計
は曖昧な部分や未把握の部分が多く、幼稚園教師や幼稚園の現状と対比した比較を行い得ない。本稿の考
察に当たる “心理的ストレスよりも身体的負荷と雇用の安定性をめぐる課題” に今後の研究と現場を支え
る上での力点を置く必要があると思われる。ここは制度や行政、設置者の複数園経営と単位園経営の論点
が重点になってくるであろう。この論点については現在、幼稚園を含む学校教育よりも複雑で多岐にわた
る政策や労働市場環境の変化が起きているようである。例えば、幼稚園と保育園いずれも競合した状況で
少子化を背景とした競争激化による預かりの長期化とサービスの多様化が大きな負担となっている点（例
えば、諏訪、2007；渡邊・村上、2008）、非正規雇用の中で常勤とは別にパートタイム従事者が急増して
いること（例えば、杉山、2006）、公立保育園の財源が特定財源から一般財源に変化したことにより特に
地方行政の保育園運営に対して過度なリストラクションの圧力がかかっていること（林、2006）、株式会
社の保育園経営参入や “公設民営化” といった運営母体による制度選択の余地拡大などがある。特に株式
会社化による保育園経営は保育士にとって苛酷で、設置１年弱の間に職員定員の数倍に当たる退職者が生
じ、地域でのトラブルと化すものも散見される（水野、2006）。政策自体も2009年の民主党政権の誕生以
来、従来の政策目標であった「保幼一体化」への方向が現状では頓挫しているようにも見られ、今後保育
園のみならず幼稚園の制度から経営をめぐる環境は想像すら難しい状況である。初等中等教育の学校教師
を対象とする視点を援用する上では、できるだけ細かな園の経営形態と雇用形態ごとに分析モデルを整理
していくことに留意しなければならないだろう。いずれにせよ多様な保育者とともに保育園と幼稚園を多
角的に比較した研究が必要であろう。
⑷ 保育者教職キャリアが他の教職に示唆する諸課題
最後に本稿で論じた諸議論が初等中等教育の教師のキャリア=メンタルヘルスへも示唆を与えると考え
ることができる。例えば私立小学校と私立中学校はそれぞれ全学校数の比率の中で２％にすぎないが、私
立の初等中等教育の学校教師のストレスやキャリアの展望に関する研究が全く存在しないのは大きな課題
といわざるを得ない。これは保育者の現状を把握し顧みることによって強く反省せざるを得ない課題であ
る。
あわせて、山崎（2010）が指摘するように30人学級の達成の一方で増え続ける“臨時教職員”の待遇と
キャリア、ストレスや職能をどのようにとらえるかについては今後の大きな検討課題である。初等中等教
育の教師は1970年代半ばの人材確保法の制定と教職調整額の制定、さらに若干の少子化の波に対しても公
立学校教職員適正配置改善計画などが存在した。おかげで90年代の採用者が極端に少ない危機はあったも
のの、公立学校の教師の身分と職能、年代配分については例えば私立園の保育者のような過酷な状況に至
ることがなく今日を迎えている。しかしながら、これからの先の見えない人口減少社会の中で義務教育学
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校自体の統廃合の本格化が生じる。その影響は教師数や配置基準の変化に大きな再考を求めるであろう
し、間違いなく今後議論以上の動きがあるであろう学校設置者や教師の人事権者・雇用の多様化などの課
題はこれからの教育行財政および教育経営学が受けて立たねばならない重い歴史的課題である。保育者と
いう職域における歴史的経緯の違い⑽と実際になっている職務の違いこそあれ、初等中等教育の今後の学
校と教職キャリアのデザインを考える上で重く多様な参考資料を提供してくれているように感じる。
注釈
⑴ 中央教育審議会は平成24年８月28日の第82回総会において『教職生活の全体を通じた教員の資質能力の総合的な向上方
策について（答申）』を取りまとめた。そこでは臨時教育審議会以降の教員養成に関する使命感や責任感、知識・技能など
の専門性のあり方に加えて、「教職生活全体を通じ」た「学び続ける教員像」が提示されている。具体的には教員養成と教
育行政による現職教育の連続性とともに OJTや免許制度のさらなる改善、大学院修了教員増加の促進、管理職までの段階
的な職能のプログラム化などが指摘されている。また、従来の教師教育の養成・採用・研修の枠組みよりも詳細に、さら
に加えて「多様な人材の確保」も提示される教職生活の総合的なデザインを意図していると考えることができる。期せず
して我々が提示した“教職キャリア”はこれを実証的・実務的に支えるための概念であると位置づけることができる。
⑵ 保育士においては四年制大学と短大ともに国家試験としての保育士資格であるが、幼稚園教諭免許としては一種と二種
という厳然たる違いがある。また公私立の幼稚園・保育園問わず採用には保育士資格と幼稚園教諭免許状のいずれも取得
していることが前提条件となる。ただ、この採用基準は私立無認可の保育所においてはかなり緩く判定されることも多い
ようである。
⑶ 例えば、保育を志すような女性だから育児家事のために離職しやすいのか、それを支える職場環境構造に課題があるか
などの考えられる要因の個々の主効果的な強さと交互作用的な影響の強さの峻別である。
⑷ 保育士に関する厚生労働省の公刊統計は幼稚園教師に対する公刊統計と比べ曖昧や未把握の部分が多い。そのため研究
者が科研などで例えば、公立と私立の保育園の非正規雇用者の比率や勤務実態などを把握し、公刊統計の不足をフォロー
している観が強い。その大規模で貴重な示唆を与えるものの例に『保育・子育てに関する調査報告書』（科学研究費補助金
基盤 B19330179「格差社会における子育て支援ネットワークのあり方と保育者の役割に関する総合的研究」研究代表者村
上祐一）などがある。そこでは公立・私立あわせて幼稚園教師の１割が非正規であるのに対し、公立・私立を合わせて保
育士は３割が非正規雇用であることなどを明らかにしている。
⑸ 『学校基本調査』などの公刊統計において私立小学校は全体の２％程度にすぎず詳細な統計対象になっていないため、幼
稚園と小学校の公立と私立運営の違いを比較しえない。
⑹ 小学校の統計は女性のみで年代ごとの数量把握を行うことができれば性差の統制ができるところであるが、公刊のかぎ
り性別ごと各年代のデータが公表されていない。
⑺ 初等中等教育諸学校教師の発生率はここ数年は0.6％で推移している。このあたりは保坂（2008）や高木・森上（2010）
などが検討を行っている。
⑻ 荒木（2008）は現在の女性労働者全般のワークライフバランスの議論が正規雇用に限られてのみ議論がなされているこ
との課題を指摘している。一方で本稿のレビューで見たように、正規雇用保育者の労働時間やストレスの高さなどととも
に、非正規雇用がある程度“気楽”に務めうる示唆や離職を考える際は待遇や勤務時間の最適化を立場ごとに図っている状
況も窺うことができる。古い生活モデルかもしれないが、結婚後に主たる稼ぎ手と扶養者の関係において賃金労働と非賃
金労働の負担を家庭内で役割分担をなすことは世帯所得が現実的な範囲に収束するのであれば現在でも合理的な家庭のモ
デルであり、未だにそのニーズは多いともいえよう。今後は例えば池田（2010）が指摘するように従来、「働きすぎ」と
「ゆとり」という２つの軸でしか示されなかった労働観をとらえ直し、個々人の状況ごとの育児や家事、介護、健康管理、
社会参加などの多様な要素のバランスを個々人ごとに最適化を目指すような発想の転換が必要であると指摘している。
⑼ 岡山県という地方都市で短期大学と四年制大学の保育者養成に携わった第一執筆者の実感としては、短期大学進学者は
もともとあまり安定雇用や正規雇用への志向性が弱い印象がある。具体的には生涯賃金よりも時間給を強く意識すること
や、より私生活を大切に考える傾向、早くからの結婚・出産等への願望、地元就職や親との同居継続などの希望の強さ、
結婚および出産後は基本的に女性は家庭の生活に力点を置きたいという将来展望などである。問題はこの感覚が男女とも
に短大の保育者志望入学者に共有されており、伝統的価値観において男子保育者の賃金と雇用安定性が地方の社会的・家
庭的ニーズから葛藤を生んでしまうことであると感じる。いずれにせよ、ここで想定されている生活モデルは少なくとも
地方都市での生活を考えれば合理的な選択肢の一つでもある。そのようなニーズの労働指向性を持つ階層が存在すること
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を考えれば、無理に正規雇用と雇用の安定性を目指した就職支援を成すのではなく、経済的にも労働負荷的にも私生活な
どにも無理のない就職支援を模索しつつ、離職と再就職に複数回耐えうるキャリアのリテラシーを修養が合理的といえる
のかもしれない。
⑽ 同時期に保母の労災に関する厳しい雇用対応と法廷闘争化などで社会問題化しており、身体的健康に着目する労働科学
の視点で詳しい検討がなされるきっかけとなっている。このことは、ちょうど同時期に初等中等教育の教師の “労働者性”
と “聖職性” の論議がぶつかり “専門職” としての定義に落ち着くまでの待遇改善の過程と重なるものである。時期的にも
重なり隣接領域である保母にとってこの各種訴訟は同様の職業上の諸課題の改善を意図した歴史的課題であったと推測で
きる。しかし、これらの労災に関する諸判例が保母側に厳しい形で収束したことなど（例えば、那須野、2006）から、現
在にわたるも基本的に手つかずの課題のようである。あわせて、仄聞するところでは厚生省と労働省の一体化により以前
のような労務管理の行政指導がなされにくくなっている点なども指摘される。
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